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地球温暖化対策の推進に関する法律（平成十年法律第百十七号） 

（抜 粋） 

 

（定義） 

第二条 

６ この法律において「地域脱炭素化促進事業」とは、太陽光、風力その他の

再生可能エネルギーであって、地域の自然的社会的条件に適したものの利用

による地域の脱炭素化（次条に規定する脱炭素社会の実現に寄与することを

旨として、地域の自然的社会的条件に応じて当該地域における社会経済活動

その他の活動に伴って発生する温室効果ガスの排出の量の削減等を行うこ

とをいう。以下同じ。）のための施設として環境省令・農林水産省令・経済産

業省令・国土交通省令で定めるもの（以下「地域脱炭素化促進施設」という。）

の整備及びその他の地域の脱炭素化のための取組を一体的に行う事業であ

って、地域の環境の保全のための取組並びに地域の経済及び社会の持続的発

展に資する取組を併せて行うものをいう。 

（地方公共団体実行計画等） 

 

（地方公共団体実行計画等） 

第二十一条 １、２ 略 

３ 都道府県（中略）は、地方公共団体実行計画において、前項各号に掲げる

事項のほか、その区域の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の量

の削減等を行うための施策に関する事項として次に掲げるものを定めるも

のとする。 

一 太陽光、風力その他の再生可能エネルギーであって、その区域の自然的

社会的条件に適したものの利用の促進に関する事項 

二～五 略 

５ 市町村は、地方公共団体実行計画において（中略）地域脱炭素化促進事業

の促進に関する次に掲げる事項を定めるよう努めるものとする。 

一 地域脱炭素化促進事業の目標 

二 地域脱炭素化促進事業の対象となる区域（以下「促進区域」という。） 

三 促進区域において整備する地域脱炭素化促進施設の種類及び規模 

四 地域脱炭素化促進施設の整備と一体的に行う地域の脱炭素化のための

取組に関する事項 

五 地域脱炭素化促進施設の整備と併せて実施すべき次に掲げる取組に関

する事項 

参考資料３ 



2 

 

イ 地域の環境の保全のための取組 

ロ 地域の経済及び社会の持続的発展に資する取組 

６ 促進区域は、環境の保全に支障を及ぼすおそれがないものとして環境省令

で定める基準に従い、かつ、都道府県が第三項第一号に掲げる事項として促

進区域の設定に関する基準を定めた場合にあっては、当該基準に基づき、定

めるものとする。 

７ 前項に規定する都道府県の基準は、環境省令で定めるところにより、同項

の環境省令で定める基準に即して、地域の自然的社会的条件に応じた環境の

保全に配慮して定めるものとする。 

 

（地域脱炭素化促進事業計画の認定） 

第二十二条の二 

１～３ 略 

４ 計画策定市町村は、前項の認定をしようとする場合において、その申請に

係る地域脱炭素化促進事業計画に記載された第二項第四号の整備又は同項

第五号の取組に係る行為が次の各号に掲げる行為のいずれかに該当すると

きは、当該地域脱炭素化促進事業計画について、あらかじめ、それぞれ当該

各号に定める者に協議し、その同意を得なければならない。 

一 温泉法（昭和二十三年法律第百二十五号）第三条第一項又は第十一条第

一項の許可を受けなければならない行為 都道府県知事 （略） 

 

（温泉法の特例） 

第二十二条の五 

認定地域脱炭素化促進事業者が認定地域脱炭素化促進事業計画に従って第二十二条

の二第二項第四号の整備又は同項第五号の取組を行うため温泉法第三条第一項又は

第十一条第一項の許可を受けなければならない行為を行う場合には、これらの許可

があったものとみなす。 

 

（森林法の特例） 

第二十二条の六 

認定地域脱炭素化促進事業者が認定地域脱炭素化促進事業計画に従って対象民

有林において第二十二条の二第二項第四号の整備又は同項第五号の取組を行うた

め森林法第十条の二第一項の許可を受けなければならない行為を行う場合には、

当該許可があったものとみなす。 

２ 認定地域脱炭素化促進事業者が認定地域脱炭素化促進事業計画に従って保安林

において第二十二条の二第二項第四号の整備又は同項第五号の取組を行うため森
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林法第三十四条第一項又は第二項の許可を受けなければならない行為を行う場合

には、これらの許可があったものとみなす。 

 

（農地法の特例） 

第二十二条の七 

 認定地域脱炭素化促進事業者が認定地域脱炭素化促進事業計画に従って第二十

二条の二第二項第四号の整備又は同項第五号の取組の用に供することを目的とし

て農地を農地以外のものにする場合には、農地法第四条第一項の許可があったも

のとみなす。 

２ 認定地域脱炭素化促進事業者が認定地域脱炭素化促進事業計画に従って第二十

二条の二第二項第四号の整備又は同項第五号の取組の用に供することを目的とし

て農用地を農用地以外のものにするため当該農用地について所有権又は使用及び

収益を目的とする権利を取得する場合には、農地法第五条第一項の許可があった

ものとみなす。 

 

（自然公園法の特例） 

第二十二条の八 

 認定地域脱炭素化促進事業者が認定地域脱炭素化促進事業計画に従って国立公

園又は国定公園の区域内において第二十二条の二第二項第四号の整備又は同項第

五号の取組を行うため自然公園法第二十条第三項の許可を受けなければならない

行為を行う場合には、当該許可があったものとみなす。 

２ 認定地域脱炭素化促進事業者が認定地域脱炭素化促進事業計画に従って国立公

園又は国定公園の区域内において第二十二条の二第二項第四号の整備又は同項第

五号の取組のため行う行為については、自然公園法第三十三条第一項及び第二項

の規定は、適用しない。 

 

（河川法の特例） 

第二十二条の九 

 認定地域脱炭素化促進事業者が認定地域脱炭素化促進事業計画に従って第二十

二条の二第二項第四号の整備のため河川法第二十三条の二の登録を受けなければ

ならない行為を行う場合には、当該登録があったものとみなす。 

 

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律の特例） 

第二十二条の十 

 認定地域脱炭素化促進事業者（第二十二条の二第一項若しくは第二十二条の三

第一項の規定による申請又は第二十二条の四第一項の規定による協議において廃
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棄物の処理及び清掃に関する法律第九条の二の四第一項又は第十五条の三の三第

一項の認定を受けることを希望していた者に限る。）が認定地域脱炭素化促進事

業計画に従って第二十二条の二第二項第四号の整備に係る行為として熱回収を行

う場合には、これらの規定による認定があったものとみなす。 

２ 認定地域脱炭素化促進事業者が認定地域脱炭素化促進事業計画に従って指定

区域内において第二十二条の二第二項第四号の整備又は同項第五号の取組のた

め行う行為については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第十五条の十九第

一項の規定は、適用しない。 

 

（環境影響評価法の特例） 

第二十二条の十一 

 環境影響評価法（平成九年法律第八十一号）第二章第一節の規定は、認定地域

脱炭素化促進事業者が認定地域脱炭素化促進事業計画に従って行う第二十二条の

二第二項第四号の整備（第二十一条第六項に規定する都道府県の基準が定められ

た都道府県の区域内において行うものに限る。）については、適用しない。 

 

 

 

【参 考】 

令和四年農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省令第一号 

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地域脱炭素化促進事業計画の認定等に

関する省令 

 

（地域脱炭素化促進施設） 

第二条 法第二条第六項の環境省令・農林水産省令・経済産業省令・国土交通省令

で定める施設は、次に掲げるものとする。 

一 再生可能エネルギー発電施設（高度化法施行令第四条第三号に掲げるものを

電気に変換するものにあってはその出力が三万キロワット未満のものに限り、

同条第四号に掲げるものを電気に変換するものにあっては同号に掲げるものの

探査に係る調査のための掘削設備を含む。以下同じ。） 

二 再生可能エネルギー熱供給施設 

三 前二号に掲げるものに附帯する設備又は施設であって、蓄電池設備、蓄熱設

備、水素を製造又は貯蔵する設備その他の地域の脱炭素化の促進に資するもの 


